
議案第 号

令和 年度小山市水道事業会計予算



 



　（  総        則  ）

第１条  令和２年度小山市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）

（２）

（３）

（４）

　（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款

第１項

第２項

第３項

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

取 水 浄 水 設 備 改 良 事 業 １００，２６５ 千円

特 別 損 失 １０，００１ 千円

予 備 費 １０，０００ 千円

営 業 費 用 ２，２３３，９３１ 千円

営 業 外 費 用 ２２０，０２６ 千円

特 別 利 益 ２ 千円

支               出

水道事業費用 ２，４７３，９５８ 千円

営 業 収 益 ２，９８５，７２１ 千円

営 業 外 収 益 １３０，１１７ 千円

収               入

水道事業収益 ３，１１５，８４０ 千円

配 水 設 備 改 良 事 業 ４７９，０００ 千円

一日平均給水量 ４０，６７０ ㎥

主 な 建 設 事 業

配 水 設 備 拡 張 事 業 ４１４，１００ 千円

給 水 戸 数 ６２，１００ 戸

年 間 総 給 水 量 １４，８４５，０００ ㎥

議案第１２号
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　（資本的収入及び支出）

   対し不足する額 １，５８９，４７６千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

   １０４，６７３千円、減債積立金４６１，０４２千円、過年度分損益勘定留保資金１，０２３，７６１千円で

  補填するものとする。）。

　

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第５項

第６項

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

　（一時借入金）

第５条  一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第６条  予定支出の各項の経費の金額を流用することが出来る場合は、次のとおりと定める。

営業費用と営業外費用との間

千円他会計貸付金返還金

（１）  

４４４，１００

国庫補助金償還金 １

千円

補 助 金 １ 千円

固定資産売却代金 １ 千円

千円

他 会 計 貸 付 金

出 資 金 ２３，６３１ 千円

負 担 金 １４，０３５ 千円

１ 千円

１

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

収               入

資 本 的 収 入 ３７，６７０ 千円

企 業 債 １ 千円

支               出

資 本 的 支 出 １，６２７，１４６

企 業 債 償 還 金 千円

１，１８３，０４４ 千円建 設 改 良 費
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　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

   それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第８条  たな卸資産の購入限度額は、３５，０００千円と定める。

　　令和２年２月１７日提出

小山市長  大久保  寿夫

（１）  １７８，７５６

第７条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は
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  収        入 （単位 千円）

予定額

水 道 事 業

収 益 営 業 収 益

給 水 収 益 ・ 水道使用料

受 託 工 事

収 益

そ の 他

営 業 収 益

営 業 外

収 益 受 取 利 息 ・ 預金等の利息収入

他 会 計

補 助 金

消 費 税

及 び 地 方 消

費 税 還 付 金

長 期 前 受 金

戻 入

雑 収 益 ・ 雑収益

特 別 利 益

固 定 資 産

売 却 益

過 年 度 損

益 修 正 益

  支        出 （単位 千円）

予定額

水 道 事 業

費 用 営 業 費 用

原 水 及 び ・ 原水の取り入れ及び濾過滅菌に係る

浄 水 費 諸設備の維持管理に要する費用

配 水 及 び ・ 配給水管及びメーターの維持管理に

給 水 費 要する費用

受 託

工 事 費

・ 料金の調定その他の事務及び事業全般

に関する費用

[予算に関する説明書]

令和２年度小山市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備       考

・ 布設替等の受託工事による収入

・ 加入金、他会計負担金及び手数料

・ 一般会計補助金

・ 消費税及び地方消費税還付金

・ 長期前受金戻入

・ 固定資産の売却益

・ 過年度損益の修正益

款 項 目 備       考

・ 布設替等の受託工事に要する費用

総 係 費
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予定額

減 価

償 却 費

資 産

減 耗 費

そ の 他

営 業 費 用

営 業 外

費 用 支 払 利 息 ・ 企業債及び一時借入金の支払利息

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

雑 支 出 ・ 不用品売却原価とその他雑支出

特 別 損 失

固 定 資 産

売 却 損

過 年 度 損

益 修 正 損

予 備 費

予 備 費 ・ 予備費

  収        入 （単位 千円）

予定額

資 本 的

収 入 企 業 債

出 資 金

・ 配水管新設事業及び南摩ダム水源地域

整備事業等に伴う一般会計出資金等

負 担 金

・ 配水管・消火栓等の新設及び改良に伴う

負担金

補 助 金

国 庫

補 助 金

固 定 資 産

売 却 代 金 固 定 資 産

売 却 代 金

他 会 計

貸 付 金 他会計貸付金

返 還 金 返 還 金

款 項 目 備       考

・ 固定資産の減価償却費

・ 固定資産除却費とたな卸資産の減耗費

・ 材料売却原価と雑支出

・ 消費税及び地方消費税

・ 固定資産の売却損

・ 過年度損益の修正損

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備       考

企 業 債 ・ 配水管新設事業に充当する企業債

出 資 金

負 担 金

・ 国庫補助金

・ 有形固定資産の売却代金

・ 他会計貸付金の返還金
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  支        出 （単位 千円）

予定額

資 本 的

支 出 建 設

改 良 費 配 水 設 備

拡 張 費

取水浄水設備

改 良 費

配 水 設 備

改 良 費

営 業

設 備 費

公 有 財 産

購 入 費

・ 南摩ダム水源地域整備事業等に伴う

負担金

企 業 債

償 還 金 企 業 債

償 還 金

国 庫

補 助 金 国 庫 補 助 金 ・ 国庫補助金に係る消費税及び地方消費

償 還 金 償 還 金 税相当額の返還金

他 会 計

貸 付 金 他 会 計

貸 付 金

・ 若木浄水場倉庫建設費建 物 建 設 費

款 項 目 備       考

・ 配水設備拡張事業費

・ 取水浄水設備改良事業費

・ 配水設備改良事業費

・ 有形固定資産の購入費

・ 公有財産の購入費

・ 他会計貸付金

負 担 金

・ 借入企業債の元金償還金
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単位：千円
項　　　目 令和元年度 令和2年度 対前期増減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

　１当期純利益

　２非資金項目の調整

　　・減価償却費 △ 118,916

　　・引当金の増・減（△）額 △ 8,553

　　・有形固定資産除却費

　　・長期前受金戻入 △ 122,139 △ 124,560 △ 2,421

　３営業活動による資産及び負債の増減

　　・未収金の増（△）・減額 △ 100,000 △ 293,635

　　・貯蔵品の増（△）・減額 △ 532 △ 741 △ 209

　　・前払金の減・増（△）額

　　・その他流動資産の増（△）・減額

　　・未払金の増・減（△）額　 △ 30,985 △ 61,970

　　・前受金の増・減（△）額

　　・その他流動負債の増・減（△）額

　４営業活動以外の損益項目

　　・受取利息（△） △ 981 △ 1,725 △ 744

　　・支払利息 △ 10,109

■小計 △ 377,879

　　・受取利息

　　・支払利息（△） △ 109,134 △ 99,025

　　・固定資産売却損

■■営業活動によるキャッシュフロー（計） △ 367,026

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　　・建設改良費（△） △ 750,535 △ 1,077,093 △ 326,558

　　・固定資産の売却による収入

　　・補助金等の収入

　　・補助金等の返還（△） △ 1 △ 1

　　・一般会計出資金

　　・工事負担金等の収入

　　・その他投資支出（△）

■■投資活動によるキャッシュフロー（計） △ 729,657 △ 1,039,426 △ 309,769

Ⅲ  財務活動によるキャッシュフロー

　　・企業債による収入

　　・企業債の返済による支出（△） △ 440,564 △ 444,100 △ 3,536

■■財務活動によるキャッシュフロー（計） △ 440,563 △ 444,099 △ 3,536

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額 △ 241,339 △ 680,331

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高 △ 241,339

令和２年度　小山市水道事業予定キャッシュフロー計算書
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１　総　　括

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

給料表改定による差額 給与改定の状況

人事院勧告による給料表の改定

平均改定率

新陳代謝等に係る増減分 職員数の異動状況

0人

0人

0人

勤勉手当の増

扶養手当の増減分

住居手当の増減分

期末手当の増減分

勤勉手当の増減分

通勤手当の増減分 特殊勤務手当の増減分

管理職手当の増減分 △78

△84 地域手当の増減分 △48

△107 児童手当の増減分

手　　当 △ 1,005

（＋0.05月分）

△120 時間外勤務手当の増減分 △95

そ の 他 の
増 減 分

△ 1,405

△1,820

法改正による会計年度任用職員の増

制度改正に伴う
増 減 分

給与改定の状況

勤勉手当の支給月数の引き上げ

前年度 20人 20人

増　減 2人 2人

そ の 他 の
増 減 分

（現に在職する職員数）（その他）  (計）

本年度 22人 22人

4号給

6号給 －

8号給 －

昇給職員数 2号給 －

3号給 －

平成31年4月

給　　料
昇 給 に 伴 う
増 加 分

平均昇給率 0.69％

（号 給）（職員数）

1号給 －

区　　分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

改 定 に 伴 う
増 減 分

約0.1%

給与改定実施時期

前 年 度

比　　較 △ 48

△ 78

区　　分 地域手当 児童手当 ※前年度比較のため、地方公営企業法施行規則の一部改正
（平成31年3月29日）の経過措置を適用し、改正前の様式とし
ている。

内　　　訳

本 年 度

比　　較 △ 120 △ 1,820 △ 84 △ 95

手　当　の 前 年 度

通勤手当
時 間 外
勤務手当

管理職
手　当

本 年 度

△ 1,005 △ 2,294 △ 2,033

区　　分 扶養手当 住居手当
特殊勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当

合　　　計 △ 3,600

資本勘定支弁職員

△ 3,600 △ 1,005 △ 2,294 △ 2,033比
　
較

損益勘定支弁職員

合　　　計

資本勘定支弁職員
前
年
度

損益勘定支弁職員

合　　　計

資本勘定支弁職員

賃　 金 手　 当 計
(人) (人)

本
年
度

損益勘定支弁職員

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費
法  　定
福 利 費

合　 計特別職 一般職
報 酬 給　 料
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３　給料及び手当の状況

 (1)  職員１人当たり給与

※技能労務職は令和2年1月1日現在該当者なしのため記載省略

 (2)  初　任　給

 (3)  級別職員数

  （級別の基準となる職務）

 (4)  昇　　給

８号給 （人） －

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） （％）

度 ６号給 （人） －

－ －

４号給 （人）

－

２号給 （人） － － －

前

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） － －

年 ３号給 （人） －

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

－

職 員 数 （Ａ） （人）

８号給 （人） － － －

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） （％）

度 ６号給 （人） － － －

－ －

４号給 （人） －

－

２号給 （人） － － －

本

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） － －

年 ３号給 （人） －

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） －

技能労務職

職 員 数 （Ａ） （人） －

技能主事
同　左

労務主事

区　　　　　　　　分 合　　計 一般行政職

主　事
同　左

技　師

技 能 労 務 職 業務主任 同　左

3 級 2 級 1 級

一 般 行 政 職
技　監
参　事

副参事 主　幹 副主幹 主　査 同　左

区　　　分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級

計 計

1 級 1 級

2 級 2 級

4 級 4 級
平成31年1月1日

現　在

5 級

3 級 3 級

6 級

7 級

8 級

計 計

1 級 1 級

2 級 2 級

4 級 4 級
令和2年1月1日

現　在

5 級

3 級 3 級

6 級

7 級

構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

8 級

大　学　卒　（円）

区　　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数 (人)

技能労務職

高　校　卒　（円）

平成３１年１月１日現在 平均給与月額 （円）

平 均 年 齢  （歳） ３８歳８月

区　　　分 一般行政職 技能労務職
一般会計の制度

一般行政職

令和２年１月１日現在 平均給与月額 （円）

平 均 年 齢  （歳） ３７歳９月

平均給料月額 （円）

区　　　　　　　　分 一般行政職

平均給料月額 （円）
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 (5)  特殊勤務手当

 (6)  期末手当・勤勉手当

 (7)  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 (8)  その他の手当

千円

千円

千円

千円

千円

千円 千円

－

千円

若 木 浄 水 場 更 新 関 連 事 業
及び官民連携支援業務委託

千円
令和元年度

令和2年度から
令和3年度まで

千円

千円

水 道 料 金 調 定 シ ス テ ム
電 算 処 理 業 務 委 託

千円 平成30年度から
令和元年度まで

令和2年度から
令和5年度まで

千円

千円

水 道 事 業 電 算 シ ス テ ム
保 守 業 務 委 託

千円 平成30年度から
令和元年度まで

令和2年度から
令和5年度まで

千円

千円

水 道 事 業 電 算 シ ス テ ム
賃 貸 借

千円 平成29年度から
令和元年度まで

令和2年度から
令和5年度まで

千円

千円

庁 内 ク ラ イ ア ン ト
機 器 賃 貸 借

千円 平成29年度から
令和元年度まで

令和2年度から
令和4年度まで

千円

期　　　間 金　 額 期　　　間 金　 額 営業収益

水 道 事 業 包 括 民 間 委 託
千円 平成28年度から

令和元年度まで
令和2年度から
令和3年度まで

千円

地 域 手 当 同       じ

債務負担行為に関する調書

事　　 項
前 年 度 末 ま で の
支払義務発生 見込 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の

限 度 額 財源内訳

住 居 手 当 同       じ

通 勤 手 当 同       じ

同　　　上

(支給率等)

区　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同       じ

一 般 会 計 の

制　　　度 同　上 同　上 同　上 同　上

応募認定退職の場合
　　　　　2％～45％加算

支 給 率 等

(R2.4.1～R3.3.31）

そ の 他 の

  (月分)   (月分)   (月分) (月分) 加 算 措 置 等

一般会計の制度 有

区　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

本　年　度 有

前　年　度 有

代表的な特殊勤務手当の名称 水道技術管理者手当

区　　　分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計 （月分）
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６　月 （月分） １２月 （月分）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
（円） －

平 均 支 給 月 額

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） －

（令和２年１月１日現在）

区　　　　　　分 全　　職　　種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） －
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 698,202
ロ 建 物 1,443,858

減価償却累計額 △ 904,181 539,677
ハ 構 築 物 27,767,775

減価償却累計額 △ 14,273,169 13,494,606
ニ 機 械 及 び 装 置 7,454,732

減価償却累計額 △ 5,684,540 1,770,192
ホ 車 輌 運 搬 具 25,038

減価償却累計額 △ 21,715 3,323
ヘ 工具器具及び備品 159,386

減価償却累計額 △ 127,572 31,814
ト 建 設 仮 勘 定 346,677

16,884,491

⑵

イ ダ ム 使 用 権 2,898,436
ロ 電信電話専用施設利用権 0
ハ 電 話 加 入 権 793
ニ 橋梁下施設利用権 9,234

2,908,463
19,792,954

２

⑴ 6,445,501
⑵ 450,000

貸 倒 引 当 金 △ 18,760 431,240
⑶ 34,992
⑷ 3,510

6,915,243

26,708,197

現 金 預 金

　令和２年度　小山市水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
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千円 千円 千円 千円

３

⑴ 4,026,847
⑵ 0
⑶ 0

4,026,847

４

⑴ 454,295
⑵ 0
⑶ 283,700
⑷ 11,776
⑸ 4,332

754,103

５

⑴ 6,116,463
⑵ △ 3,418,872

2,697,591

7,478,541

引 当 金

企 業 債

他 会 計 借 入 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金

　　　　　　負　債　の　部

流 動 負 債

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

６

⑴ 13,509,405
13,509,405

７

⑴

イ 負 担 金 147,833
ロ 寄 付 金 100
ハ 補 助 金 237,306
ニ 受贈財産評価額 432,848

818,087
⑵

イ 減 債 積 立 金 297,811
ロ 利 益 積 立 金 238,907
ハ 建設改良積立金 1,901,054

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

2,464,392

4,902,164

5,720,251

19,229,656

26,708,197

　　　　　　資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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千円 千円 千円

１

⑴ 2,432,798
⑵ 12,501
⑶ 205,642 2,650,941

２

⑴ 337,376
⑵ 269,202
⑶ 12,499
⑷ 503,373
⑸ 1,009,559
⑹ 8,400
⑺ 2 2,140,411

510,530

３

⑴ 981
⑵ 1,182
⑶ 39,627
⑷ 122,139
⑸ 2,547 166,476

４

⑴ 109,134
⑵ 5,001 114,135 52,341

562,871

５

⑴ 1
⑵ 1 2

６

⑴ 1
⑵ 9,259
⑶ 76,917 86,177 △ 86,175

476,696
0

1,846,401
2,323,097

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

特 別 利 益

過年度損益修正益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

災 害 に よ る 損 失

その他の未処分利益剰余金変動額

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正損

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

補 助 金

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

　令和元年度　小山市水道事業予定損益計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 698,201
ロ 建 物 1,335,158

減価償却累計額 △ 870,434 464,724
ハ 構 築 物 26,974,070

減価償却累計額 △ 13,696,348 13,277,722
ニ 機 械 及 び 装 置 7,428,237

減価償却累計額 △ 5,513,763 1,914,474
ホ 車 輌 運 搬 具 25,038

減価償却累計額 △ 19,801 5,237
ヘ 工具器具及び備品 134,817

減価償却累計額 △ 126,907 7,910
ト 建 設 仮 勘 定 242,688

16,610,956

⑵

イ ダ ム 使 用 権 3,004,359
ロ 電信電話専用施設利用権 0
ハ 電 話 加 入 権 793
ニ 橋梁下施設利用権 10,028

3,015,180
19,626,136

２

⑴ 6,686,840
⑵ 350,000

貸 倒 引 当 金 △ 15,391 334,609
⑶ 34,252
⑷ 3,510

7,059,211

26,685,347

未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

　令和元年度　小山市水道事業予定貸借対照表

（令和2年3月31日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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千円 千円 千円 千円

３

⑴ 4,481,139
⑵ 0
⑶ 0

4,481,139

４

⑴ 444,102
⑵ 0
⑶ 314,685
⑷ 10,093
⑸ 4,332

773,212

５

⑴ 6,102,428
⑵ △ 3,294,313

2,808,115

8,062,466

　　　　　　負　債　の　部

流 動 負 債

他 会 計 借 入 金

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

企 業 債

引 当 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

繰 延 収 益

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債
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千円 千円 千円 千円

６

⑴ 13,059,580
13,059,580

７

⑴

イ 負 担 金 147,832
ロ 寄 付 金 100
ハ 補 助 金 237,307
ニ 受贈財産評価額 432,848

818,087
⑵

イ 減 債 積 立 金 482,156
ロ 利 益 積 立 金 238,907
ハ 建設改良積立金 1,701,054

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

2,323,097

4,745,214

5,563,301

18,622,881

26,685,347

利 益 剰 余 金

　　　　　　資　本　の　部

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

１ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

工具、器具及び備品 ～ 年

無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

ダム使用権 年

施設利用権 ～ 年

引当金の計上方法

退職給付引当金

一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当、並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支出見込額に基づき、翌年度の支出見込額のうち当年度の負担に属する額（ 月

～ 月分）を計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込み額を計上している。

その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

１ 引当金の取崩し

賞与引当金の取崩し

令和 年 月に、令和元年 月から令和 年 月分の期末手当及び勤勉手当を支給す

る見込みであるため、賞与引当金 千円を取り崩す。

貸倒引当金の取崩し

令和 年度に、債権の不納欠損金による損失を 千円計上する見込みであるため、貸

倒引当金 千円を取り崩す。
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Ⅲ リース契約により使用する固定資産

リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

年内 円

年超 円

計 円
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議案第 号

令和 年度小山市下水道事業会計予算



 



　（  総        則  ）

第１条  令和２年度小山市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）

（２）

（３）

（４）

　（収益的収入及び支出）

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款

第１項

第２項

第３項

第２款

第１項

第２項

第３項

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

千円

特 別 利 益 ３ 千円

特 別 利 益

公共下水道汚水中継ポンプ場建設事業

３ 千円

千円

農業集落排水事業収益

公共下水道事業費用

３，００２ 千円

予 備 費 １０，０００

特 別 損 失

営 業 外 収 益 ５８６，１６６

４１３，２００

公共下水道事業収益

千円

営 業 費 用 ３，３７１，８４５ 千円

営 業 外 費 用 ４００，６００ 千円

２，０６５，２５０ 千円

千円

営 業 収 益 １００，６７９ 千円

営 業 収 益

６８６，８４８

支               出

３，７８５，４４７ 千円

千円

営 業 外 収 益 ２，０３４，９３６ 千円

収               入

４，１００，１８９ 千円

流 域 下 水 道 建 設 事 業 ４７，３６１

千円

一日平均処理水量

主な建設改良事業

６７，８００ 千円

６９５，６４０

公共下水道汚水管渠建設事業

公 共 下 水 道 処 理 場 建 設 事 業 千円

１５，３１０，０００ ㎥

接 続 戸 数

年 間 総 処 理 水 量

４１，９５０ ㎥

５４，０００ 戸

４７８，６３７

議案第１３号

令和２年度  小山市下水道事業会計予算

雨 水 施 設 建 設 事 業
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第２款

第１項

第２項

第３項

第４項

　（資本的収入及び支出）

   対し不足する額 １，７１０，７１０千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

 ５４，０６４千円、当年度分損益勘定留保資金 １，３２１，４３６千円、繰越利益剰余金処分額

   ２１８，１７２千円、当年度利益剰余金処分額 １１７，０３８千円で補填するものとする。）。

　

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第２款

第１項

第２項

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

第２款

第１項

第２項

第３項

農業集落排水事業資本的収入

負 担 金 等 ４，３９８ 千円

企 業 債 償 還 金 ３２１，９２９

千円

１４８，６００ 千円

１ 千円

長期貸付金償還金

１６６，４１９ 千円

補 助 金

千円

千円

４，０２５，３９８

２，２２０，８７２

長 期 貸 付 金

２，３６５

予 備 費 ３００ 千円

１５２，９９８ 千円

企 業 債

公共下水道事業資本的収入

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に

千円

営 業 費 用 ５９２，５４２ 千円

農業集落排水事業費用 ６８８，９３９

営 業 外 費 用 ９５，４４５ 千円

特 別 損 失 ６５２ 千円

千円

企 業 債

１，２００ 千円

建 設 改 良 費 ５２，３３９

国庫補助金償還金 １ 千円

国庫補助金償還金

千円

企 業 債 償 還 金 千円

３７４，２６９ 千円

６５９，７７５ 千円

農業集落排水事業資本的支出

公共下水道事業資本的支出

支               出

収               入

２，５３５，９５９

１，７０７，４００ 千円

負 担 金 等

千円

建 設 改 良 費 １，８０３，３２５
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　（継続費）

第５条  継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

千円

千円

　（債務負担行為）

第６条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

千円

千円

　（企業債）

第７条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

令和2年度～令和25年度
小 山 水 処 理 セ ン タ ー 汚 泥 処 理 ・
有効利用施設整備及び運営 事業

千円

小山城南汚水中継
ポン プ場 新設 工事

千円

千円

　限　度　額　

令和2年度

千円

千円

令和4年度

令和4年度

令和3年度

起債の目的

年3.5％以内
（ただし､利率見直し方
式で借り入れる資金に
ついて、利率の見直し
を行った後において
は、当該見直し後の利
率）

普通貸借
政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合にはその債権者と協定す
るものによる。ただし、財政
の都合により据置期間及び償
還期限を延長し、短縮し、若
しくは繰上償還、又は借換え
することができる。

総　　額 年　度

償　還　の　方　法利　　　率起債の方法

年割額

令和2年度～令和7年度

期          間事                           項

排 水 設 備 改 造 資 金 利 子 補 給 金

款 項 事　　業　　名

公共下水道
事 業
資本的支出 小山水処理センター

更 新 工 事

１ 公共下水道事業

２ 流域下水道事業

３ 農業集落排水事業

又は

証券発行

限度額

千円

建設改良費

に金利変動及び物
価変動並びに消費
税率変動に伴う増
減額を加算した額

（ 管 理 棟 再 構 築 ・
耐 震 補 強 、
放 流 渠 耐 震 補 強 、
主 流 入 ゲ ー ト 設 備 ）

千円

令和2年度

令和3年度

（ 343 ）



　（一時借入金）

第８条  一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第９条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用と営業外費用との間

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

   それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 千円

　（一般会計からの負担金及び補助金）

   １，１８２，７５６千円及び補助を受ける金額は、７７７，２４４千円である。

　（利益剰余金の処分）

　は、次のとおり処分するものと定める。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 千円

　　令和２年２月１７日提出

小山市長  大久保  寿夫

第１１条  下水道事業に充てるため、一般会計からこの会計へ負担を受ける金額は、

第１２条  繰越利益剰余金のうち　２１８，１７２千円及び当年度利益剰余金のうち １１７，０３８千円

（１）  ３３５，２１０

（１）  

第１０条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は

（１）  １９６，１５４
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  収        入 （単位 千円）

予定額

公共下水道

事 業 収 益 営 業 収 益

公 共 下 水 道

使 用 料

他 会 計

負 担 金

受 託 工 事

収 益

そ の 他 の

営 業 収 益

営 業 外

収 益 受 取 利 息

及 び 配 当 金

他 会 計

負 担 金

他 会 計

補 助 金

消 費 税

還 付 金

長 期 前 受 金

戻 入

雑 収 益 ・ 雑収益

特 別 利 益

過 年 度 損

益 修 正 益

そ の 他

特 別 利 益

農 業 集 落

排 水 営 業 収 益

事 業 収 益 農業集落排水

使 用 料

受 託 工 事

収 益

[予算に関する説明書]

令和2年度小山市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 備       考

・ 雨水処理負担金

・ 公共ます移設等の受託工事による収入

公共ます移設等の受託工事による収入

・ 収益的支出に係る一般会計補助金

・ 消費税及び地方消費税還付金

・ 長期前受金戻入

農業集落排水施設使用料・

・ 公共下水道使用料

・ 手数料

・ 預金等の利息収入

・ 引当金戻入益、その他特別利益

・ 過年度損益の修正益

・ 収益的支出に係る一般会計負担金

・

（ 345 ）



予定額

そ の 他 の

営 業 収 益

営 業 外

収 益 受取利息及び

配 当 金

他 会 計

負 担 金

他 会 計

補 助 金

消 費 税

還 付 金

長 期 前 受 金

戻 入

雑 収 益 ・ 雑収益

特 別 利 益

過 年 度 損

益 修 正 益

そ の 他

特 別 利 益

  支        出 （単位 千円）

予定額

公共下水道

事 業 費 用 営 業 費 用

汚 水

管 渠 費

汚 水 中 継

ポンプ場及び

処 理 場 費

雨 水

施 設 費

受 託

工 事 費

流 域 下 水 道

管 理 運 営 費

負 担 金

減 価

償 却 費

資 産

減 耗 費

総 係 費

・ 手数料

・ 消費税及び地方消費税還付金

・ 長期前受金戻入

備       考款 項 目

・ 収益的支出に係る一般会計補助金

款 項 目 備       考

・ 過年度損益の修正益

・ 雨水施設の維持管理に要する費用

・
渡良瀬川下流流域下水道（思川処理区）
の維持管理に要する費用

公共ます移設等の受託工事に要する費
用

・ 固定資産の減価償却費

・ 固定資産除却費

・

・
使用料の調定その他の事務及び事業全
般に関する費用

・
汚水中継ポンプ場及び処理場施設の維
持管理に要する費用

汚水管渠及びマンホールポンプ場の維
持管理に要する費用

・

・ 収益的支出に係る一般会計負担金

・ 預金等の利息収入

・ 引当金戻入益、その他特別利益
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予定額

営 業 外

費 用 支 払 利 息

及 び 企 業 債

取 扱 諸 費

消 費 税 ・ 消費税及び地方消費税

雑 支 出 ・ その他雑支出

特 別 損 失

過 年 度 損

益 修 正 損

そ の 他

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費 ・ 予備費

農 業 集 落

排 水 営 業 費 用

事 業 費 用 汚 水

管 渠 費

汚 水 中 継

ポンプ場及び

処 理 場 費

受 託

工 事 費

減 価

償 却 費

資 産

減 耗 費

営 業 外

費 用 支 払 利 息

及 び 企 業 債

取 扱 諸 費

消 費 税 ・ 消費税及び地方消費税

雑 支 出 ・ その他雑支出

特 別 損 失

過 年 度 損

益 修 正 損

そ の 他

特 別 損 失

予 備 費

予 備 費 ・ 予備費

・
使用料の調定その他の事務及び事業全
般に関する費用

総 係 費

・

固定資産の減価償却費

・

・

・

款 項 目 備       考

・ その他特別損失

・

・ 企業債及び一時借入金の支払利息

・
汚水管渠及びマンホールポンプ場の維
持管理に要する費用

・ 過年度損益の修正損

固定資産除却費

過年度損益の修正損

・ 企業債及び一時借入金の支払利息

・ その他特別損失

処理場施設の維持管理に要する費用

公共ます移設等の受託工事に要する費
用

（ 347 ）



  収        入 （単位 千円）

予定額

公共下水道

事 業 企 業 債

資本的収入 企 業 債 ・建設改良費等に充てるための企業債

負 担 金 等

他 会 計

負 担 金

公 共 下 水 道

受益者負担金

工 事

負 担 金

補 助 金

国 庫

補 助 金

長 期

貸 付 金 長 期 貸 付 金

償 還 金 償 還 金

農 業 集 落

排 水 事 業 企 業 債

資本的収入 企 業 債 ・建設改良費等に充てるための企業債

負 担 金 等

他 会 計

負 担 金

農 業 集 落

排 水 事 業 ・

受益者分担金

  支        出 （単位 千円）

予定額

公共下水道

事 業 建 設

資本的支出 改 良 費 汚 水 管 渠

建 設 改 良 費

汚 水 中 継

ポ ン プ 場 ・

建 設 改 良 費

処 理 場

建 設 改 良 費

・ 管渠等新設改良に伴う負担金

公共下水道事業に係る受益者負担金及
び分担金

・

項 目 備       考

款 項 目 備       考

・
汚水管渠及びマンホールポンプ場建設
事業費

・

・

・
建設改良費等に充てるための国庫補助
金

資本的支出に係る一般会計負担金

農業集落排水事業に係る受益者分担金

処理場建設事業費

水洗便所改造資金貸付金償還金・

資本的支出に係る一般会計負担金・

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款

汚水中継ポンプ場建設事業費
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予定額

雨 水 施 設

建 設 改 良 費

建 設

総 係 費

流 域 下 水 道

建 設 負 担 金

固 定 資 産

取 得 費

企 業 債

償 還 金 企 業 債

元 金 償 還 金

長 期

貸 付 金 水洗便所改造

資 金 貸 付 金

国 庫

補 助 金 国 庫 補 助 金

償 還 金 償 還 金

農 業 集 落

排 水 事 業 建 設

資本的支出 改 良 費 汚 水 管 渠

建 設 改 良 費

処 理 場

建 設 改 良 費

固 定 資 産

取 得 費

企 業 債

償 還 金 企 業 債

元 金 償 還 金

国 庫

補 助 金 国 庫 補 助 金

償 還 金 償 還 金

水洗便所改造資金貸付金・

款 項 目 備       考

・

・ 借入企業債の元金償還金

・ 土地取得費及び備品購入費

・
汚水管渠及びマンホールポンプ場建設
事業費

・ 処理場建設事業費

・ 雨水施設建設事業費

・
渡良瀬川下流流域下水道（思川処理区）
建設事業費

借入企業債の元金償還金

・ 建設事業全般に係る事業費

・過年度国庫補助金の返還金

・過年度国庫補助金の返還金

・ 土地取得費及び備品購入費
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単位：千円
項　　　目 令和元年度 令和2年度 対前期増減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

　１当期純利益 △ 43,830

　２非資金項目の調整

　　・減価償却費

　　・引当金の増・減（△）額 △ 4,469 △ 33,988

　　・有形固定資産除却費

　　・長期前受金戻入 △ 1,317,006 △ 1,360,716 △ 43,710

　３営業活動による資産及び負債の増減

　　・未収金の増（△）・減額 △ 2,385 △ 13,523

　　・貯蔵品の増（△）・減額

　　・前払金の減・増（△）額

　　・その他流動資産の増（△）・減額

　　・未払金の増・減（△）額　

　　・前受金の増・減（△）額

　　・その他流動負債の増・減（△）額

　４営業活動以外の損益項目

　　・受取利息（△） △ 2 △ 2

　　・支払利息 △ 45,792

■小計

　　・受取利息

　　・支払利息（△） △ 522,335 △ 476,543

　　・固定資産売却損

■■営業活動によるキャッシュフロー（計）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　　・建設改良費（△） △ 1,926,802 △ 1,695,422

　　・固定資産の売却による収入

　　・補助金等の収入 △ 154,430

　　・補助金等の返還（△） △ 2 △ 2

　　・一般会計負担金及び補助金の収入

　　・工事負担金等の収入 △ 18,100

　　・長期貸付金償還金の収入 △ 1,384

　　・長期貸付金支出（△） △ 6,000 △ 1,200

　　・その他投資支出（△）

■■投資活動によるキャッシュフロー（計） △ 1,020,139 △ 933,017

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー

　　・企業債による収入 △ 95,100

　　・企業債の返済による支出（△） △ 2,482,577 △ 2,542,801 △ 60,224

■■財務活動によるキャッシュフロー（計） △ 531,477 △ 686,801 △ 155,324

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高

令和２年度　小山市下水道事業予定キャッシュフロー計算書
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１　総　　括

（単位：千円）

２　給料及び手当の増減額の明細

（単位：千円）

給料表改定による差額

平均改定率

新陳代謝等に係る増減分 職員数の異動状況

勤勉手当の増

扶養手当の増減分

住居手当の増減分

期末手当の増減分

勤勉手当の増減分

通勤手当の増減分

比 較

改 定 に 伴 う
増 減 分

0人

0人

0人

給与改定実施時期

増　減 △2人

平成31年4月

（現に在職する職員数）

本年度 24人

 (計）

24人

前年度

人事院勧告による給料表の改定

平均昇給率

（その他）

26人26人

△615

特殊勤務手当の増減分

勤勉手当の支給月数の引き上げ

（+0.05月分）

△193

△79

給　与　費　明　細　書

区　　　　分

職　員　数
法  　定
福 利 費

合　 計特別職 一般職
給　 料 手　 当 計

(人) (人)

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

区　　分 扶養手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

そ の 他 の
増 減 分

住居手当
特殊勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当

前 年 度

管理職
手　当

本 年 度

手　当　の 前 年 度

比　　較 △ 875 △ 1,119 △ 358 △ 67 △ 79

区　　分 地域手当 児童手当
内　　　訳

本 年 度

前 年 度

比　　較 △ 193 △ 615

区　　分 増 減 額 増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

約0.1%

給与改定の状況

昇 給 に 伴 う
増 加 分

1.13％
（号給） （職員数）

1号給

4号給

6号給給　　料 △ 5,481

昇給職員数 2号給

3号給

8号給

そ の 他 の
増 減 分

△2人

△67

給与改定の状況

△ 6,632

手　　当 △ 2,754

△875 時間外勤務手当の増減分

△1,119

管理職手当の増減分

△667 児童手当の増減分

地域手当の増減分

△358

△ 3,671

本 年 度

　注 （）内は、短時間勤務職員数外書き

△ 5,481
△ 1

△ 1

給　　　　与　　　　費

△ 2,754 △ 8,167 △ 2,672 △ 10,839

報 　酬
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３　給料及び手当の状況

 (1)  職員１人当たり給与

※技能労務職は平成31年1月1日、令和2年1月1日現在一人のため記載省略

 (2)  初　任　給

 (3)  級別職員数

　注 （）内は、短時間勤務職員数及び構成比外書き

  （級別の基準となる職務）

技能労務職（円）

技　能　労　務　職

区　　　　　　　　分

3 級

5 級

平均給料月額 （円）

一般行政職

令和２年１月１日現在 平均給与月額 （円）

平 均 年 齢  （歳） ４０歳２月

平均給料月額 （円）

平成３１年１月１日現在 平均給与月額 （円）

平 均 年 齢  （歳） ３９歳１月

区　　　分 一般行政職（円） 技能労務職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円）

大　学　卒

職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

高　校　卒

令和2年
1月1日現在

3 級

4 級

2 級

8 級

7 級

6 級

平成31年
1月1日現在

3 級

4 級 4 級

2 級

1 級 1 級

計

区　　　分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

一 般 行 政 職
技　監
参　事

副参事 主　幹 副主幹 主　査 同　左 同　左
技　師

技 能 労 務 職 業務主任 同　左

主　事

技能主事
同　左

労務主事

3 級

2 級

1 級

計

8 級

7 級

級
区　　　分

一　般　行　政　職

2 級

6 級

5 級

4 級

計

計

1 級
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 (4)  昇　　給

 (5)  特殊勤務手当

該当なし

 (6)  期末手当・勤勉手当

 (7)  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

 (8)  その他の手当

(R2.4.1～R3.3.31）

支 給 率 等

制　　　度

区　分

本　年　度

(支給率等)

（人）

前　年　度

６号給 （人）

区　　　　　　　　分 合　　計 一般行政職

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

技能労務職

職 員 数 （Ａ） （人）

３号給 （人）

２号給 （人）

本
　
　
年
　
　
度

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人）

８号給 （人）

６号給

４号給

（人）

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） （％）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人）

職 員 数 （Ａ） （人）

（人）

前
　
　
年
　
　
度

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人）

比　　率　（Ｂ）／（Ａ） （％）

区　　　分

支　給　期　別　支　給　率

支給率計 （月分）
職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６　月 （月分） １２月 （月分）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

　注 （）内は、再任用職員の支給率

一般会計の制度

(月分) (月分)  (月分) (月分) 加 算 措 置 等

応募認定退職の場合
　　　　　2％～45％加算

同　上 同　上 同　上 同　上 同　　　上

区　　　分 一般会計の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同       じ

住 居 手 当 同       じ

通 勤 手 当 同       じ

地 域 手 当 同       じ

３号給 （人）

４号給 （人）

８号給 （人）

２号給

有

有

有

（ 353 ）



計

令
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年

度

令
和
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年

度

小
山

水
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セ
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新
工

事
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耐
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耐
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補
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入
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ト

設
備

）
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和

4
年

度

令
和
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年

度

令
和

3
年

度

計

令
和

2
年

度

令
和

元
年

度

計

小
山

水
処

理
セ
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タ
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更

新
工

事
（

受
変

電
設

備
、

中
央

監
視

設
備

、
非

常
用

発
電

設
備

工
事

）

公
共

下
水

道
事

業
資

本
的

支
出

建
設

改
良

費

小
山

城
南

汚
水

中
継

ポ
ン

プ
場

新
設

工
事

令
和

4
年

度

継
続

費
の

総
額

に
対

す
る

進
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率
項

事
業

名
備 考

他
会

計
負

担
金

受
益

者
負

担
金

・
分

担
金

等
企

業
債

国
県

補
助

金

同
左

財
源

内
訳

全
体

計
画

千
円

款

継
続

費
に

関
す

る
調

書

前
前

年
度

末
ま

で
の

支
払

義
務

発
生

額

前
年

度
末

ま
で

の
支

払
義

務
発

生
（

見
込

）
額

当
該

年
度

支
払

義
務

発
生

予
定

額

当
該

年
度

末
ま

で
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額

翌
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

予
定

額

年
割

額
年 度

千
円

千
円

千
円

千
円

％
千

円
千

円
千

円
千

円
千

円
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千円

債務負担行為に関する調書

事　　 項

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生

見 込 額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額限 度 額

期　　　間

－

金　 額
営業収益及び
営業外収益金　 額 期　　　間 国庫補助金

千円

－

小山水処理センター
及 び ポ ン プ 場
維 持 管 理 業 務 委 託

千円
令和元年度

令和2年度から
令和5年度まで

千円 千円

－

扶桑水処理センター
及 び ポ ン プ 場
維 持 管 理 業 務 委 託

令和元年度
令和2年度から
令和5年度まで

－

小 山 市 下 水 道 事 業
経 営 戦 略 策 定
業 務 委 託

令和元年度 令和2年度

8,989,000千円
に金利変動及
び物価変動並
びに消費税率
変動に伴う増
減額を加算し

た額

－
令和2年度から
令和7年度まで

小山水処理センター
汚泥処理・有効利用
施設整備及び運営事業

令和2年度から
令和25年度まで

排 水 設 備 改 造 資 金
利 子 補 給 金

損益勘定
留保資金等

千円

左 の 財 源 内 訳

8,989,000千円
に金利変動及
び物価変動並
びに消費税率
変動に伴う増
減額を加算し

た額

－－

（ 355 ）



千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 1,123,778
ロ 建 物 1,483,292

減価償却累計額 △ 146,411 1,336,881
ハ 構 築 物 64,822,316

減価償却累計額 △ 3,937,053 60,885,263
ニ 機 械 及 び 装 置 4,454,586

減価償却累計額 △ 920,908 3,533,678
ホ 車 輌 運 搬 具 1,376

減価償却累計額 △ 210 1,166
ヘ 工具器具及び備品 9,039

減価償却累計額 △ 1,199 7,840
ト 建 設 仮 勘 定 1,090,474

67,979,080

⑵

イ 施 設 利 用 権 1,249,460
ロ 電 話 加 入 権 6,282

1,255,742

⑶

イ 長 期 貸 付 金 6,883
6,883

69,241,705

２

⑴ 677,779
⑵ 311,928

貸 倒 引 当 金 △ 16,842 295,086
⑶ 1,125

973,990

70,215,695

未 収 金

短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

流 動 資 産

現 金 預 金

投 資

　令和２年度　小山市下水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計
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千円 千円 千円 千円

３

⑴ 28,053,676

28,053,676

４

⑴ 2,662,510
⑵ 780,200
⑶ 15,163

3,457,873

５

⑴ 35,963,803
⑵ △ 2,677,722

33,286,081

64,797,630

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

企 業 債

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計

　　　　　　負　債　の　部

流 動 負 債

未 払 金

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計
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千円 千円 千円 千円

６

⑴ 4,149,635
4,149,635

７

⑴

イ 負 担 金 29,706
ロ 補 助 金 462,958
ハ 受贈財産評価額 211,600

704,264
⑵

イ 減 債 積 立 金 0
ロ 利 益 積 立 金 0
ハ 建設改良積立金 0

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

564,166

564,166

1,268,430

5,418,065

70,215,695

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

　　　　　　資　本　の　部

資 本 金
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千円 千円 千円

１

⑴ 1,427,552
⑵ 561,108
⑶ 2,600
⑷ 2,032 1,993,292

２

⑴ 105,772
⑵ 696,730
⑶ 4,218
⑷ 2,363
⑸ 172,631
⑹ 183,791
⑺ 2,612,682
⑻ 5,729 3,783,916

△ 1,790,624

３

⑴ 548,271
⑵ 781,398
⑶ 1,317,006
⑷ 24 2,646,699

４

⑴ 522,335
⑵ 16,822 539,157 2,107,542

316,918

５

⑴ 0
⑵ 0 0

６

⑴ 0
⑵ 12,920 12,920 △ 12,920

303,998
0
0

303,998

過 年 度 損 益 修 正 損

　令和元年度　小山市下水道事業予定損益計算書

（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

受 託 工 事 収 益

汚 水 管 渠 費

汚水中継ポンプ場及び処理場費

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

雑 支 出

他 会 計 負 担 金

経 常 利 益

そ の 他 の 営 業 収 益

雨 水 施 設 費

流域下水道管理運営費負担金

営 業 費 用

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

その他の未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 1,119,278
ロ 建 物 1,483,292

減価償却累計額 △ 70,440 1,412,852
ハ 構 築 物 63,560,961

減価償却累計額 △ 1,943,432 61,617,529
ニ 機 械 及 び 装 置 4,455,736

減価償却累計額 △ 488,324 3,967,412
ホ 車 輌 運 搬 具 1,376

減価償却累計額 0 1,376
ヘ 工具器具及び備品 4,630

減価償却累計額 △ 318 4,312
ト 建 設 仮 勘 定 783,666

68,906,425

⑵

イ 施 設 利 用 権 1,308,845
ロ 電 話 加 入 権 6,282

1,315,127

⑶

イ 長 期 貸 付 金 6,808
6,808

70,228,360

２

⑴ 513,723
⑵ 309,543

貸 倒 引 当 金 △ 20,974 288,569
⑶ 2,365

804,657

71,033,017

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

未 収 金

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

投 資

投 資 合 計

流 動 資 産

　令和元年度　小山市下水道事業予定貸借対照表

（令和2年3月31日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

短 期 貸 付 金
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千円 千円 千円 千円

３

⑴ 28,860,186

28,860,186

４

⑴ 2,542,801
⑵ 571,076
⑶ 15,500

3,129,377

５

⑴ 35,202,563
⑵ △ 1,317,006

33,885,557

65,875,120

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

　　　　　　負　債　の　部

長 期 前 受 金

流 動 負 債

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長期前受金収益化累計額

引 当 金
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千円 千円 千円 千円

６

⑴ 4,149,635
4,149,635

７

⑴

イ 負 担 金 29,706
ロ 補 助 金 462,958
ハ 受贈財産評価額 211,600

704,264
⑵

イ 減 債 積 立 金 0
ロ 利 益 積 立 金 0
ハ 建設改良積立金 0

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

303,998

303,998

1,008,262

5,157,897

71,033,017

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

自 己 資 本 金

資 本 剰 余 金

　　　　　　資　本　の　部

剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ～ 年

構築物 ～ 年

機械及び装置 ～ 年

工具、器具及び備品 ～ 年

無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 年

２ 引当金の計上方法

退職給付引当金

一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は計上していない。

賞与引当金及び法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当、並びにこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支出見込額に基づき、翌年度の支出見込額のうち当年度の負担に属する額

（ 月～ 月分）を計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表関連

１ 引当金の取崩し

賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し

令和 年 月に、令和元年 月から令和 年 月分の期末手当及び勤勉手当、並びにこ

れに係る法定福利費を支出する見込みであるため、賞与引当金 千円及び法定福利費

引当金 千円を取り崩す。

貸倒引当金の取崩し

令和 年度に、債権の不納欠損金による損失を 千円計上する見込みであるため、貸

倒引当金 千円を取り崩す。
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Ⅲ リース契約により使用する固定資産

リース会計に係る特例措置

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

年内 円

年超 円

計 円

Ⅳ セグメント情報

報告セグメントの概要

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営

方針を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の つを報告セグメントと

している。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 公共下水道事業における処理区域で汚水及び雨水を処理する業務

農業集落排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務

報告セグメントごとの営業収益等

令和 年度（令和 年 月 日から令和 年 月 日）

（単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益

営業費用

１，９３１，２５７

３，２８４，４０６

９１，６３８

５７４，７１７

２，０２２，８９５

３，８５９，１２３

営業損益

経常損益

△１，３５３，１４９

２５７，１８７

△４８３，０７９

６，５４２

△１，８３６，２２８

２６３，７２９

セグメント資産

セグメント負債

５９，０５９，３９７

５４，６３１，４３０

１１，１５６，２９８

１０，１６６，２００

７０，２１５，６９５

６４，７９７，６３０

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

支払利息

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産増加額

１，５８７，９７８

２，２３７，６３４

３９３，５９９

３

２，９２７

１，６４７，８４２

３７２，０２２

３７６，３６３

８２，９４４

３

６４０

４７，５８０

１，９６０，０００

２，６１３，９９７

４７６，５４３

６

３，５６７

１，６９５，４２２
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